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東日本大震災では、「復興計画」の策定が遅れ、復興に多くの時間を要した。

住民や企業は復興の見通しがたたないため、再建する意欲を失い、早期

再建のためにまちを離れてしまう。

人口減少を招き、地域の活力が失われ、「まち」そのものの存続が危うくなる。

死者数：約1,800名
社会減：約1,000名

地域が活力を失う

人口：住民基本台帳より、推計人口：日本の市町村別将来推計人口（平成20年12月推計）より、社会減：市統計書（平成30年版）より
死者数（行方不明者を含む） ：「東北地方太平洋沖地震に係る人的被害・建物被害状況一覧」（平成29年2月28日現在）より

事前復興まちづくり計画について～策定の背景
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「事前復興まちづくり計画」を策定し
ておくことで

①早期の復旧･復興事業の着手により，
まちの復興を早める

②適切な基盤整備の規模で被災地を
復興できる

③人口流出の抑制に繋がる。

より良い復興
（ビルド・バック・ベター）の実現

事前復興まちづくり計画について～策定の効果
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出典：Google

Earth.

被災前のまちの様子（2010年４月）

宮城県名取市

復興後のまちの様子（2022年９月）

宮城県名取市

狭い道が多い 津波から避難できる
高い建物が少ない

①避難路となる広い道路の整備

被災したまちを単に元の姿に戻すのではなく、
被災前に抱えていた課題や問題点を整理・改善
することで、より良い復興（ビルド・バック・
ベター）の実現が可能となる。

②津波避難ビルとなる
市営住宅の整備

③河川の景観を生かした
観光・にぎわい拠点の整備

事前復興まちづくり計画について～復興まちづくりの事例
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高知市で想定される災害について～南海トラフ地震と津波
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高知市で想定される災害について～復興対策

6

津波：最大クラス(M9.1)の
津波を想定。内陸部１～２ｍ、
沿岸部は２～５ｍ。

揺れ：震度６から７による
被害が想定。

液状化：面的な液状化の恐れ
がある地域が分布。

土砂崩れ：揺れにより土砂
崩れが発生する可能性。

火災：木造密集地域では火
災が広がる可能性。

津波浸水深に応じ，地域特性
や被害特性をふまえた復興パ
ターン【詳細は次頁参照】

原則，現地再建（被災状況に
応じ宅地液状化防止事業等）

現地再建，被害の恐れが残る
場合移転等

現地再建，建物耐火性向上
消防活動円滑化のための道路
等基盤の整備

まちの被災

津波による建物・
道路等損壊

揺れ、火災による
建物・基盤損壊

防災公園整備

区画道路整備復興住宅用地の供給

面的整備 (区画整理等)

共同化による良好な
都市型住宅・共同店舗等

道路や公園など基盤
の整備

共同化・立体化(再開発等)

想定される災害 復興対策(面的な被害が生じた場合)

現地再建

新市街地整備

移転 (防災集団移転促進事業等)

原則，現地再建（建物築年代
や道路事情に応じ区画整理事
業等）
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高知市で想定される災害について～避難のための津波浸水想定(従来)

○南海トラフ地震と津波

【高知市の被害想定】
南海トラフ地震による高知市内の
被害想定は，
・建物被害 52,000棟
・人的被害（死者数） 12,000人
・人的被害（負傷者数）12,100人
※出典：「南海トラフ地震による
被害想定（平成25年）-高知県-」 7

○従来の津波シミュレーション
命を守る（逃げる）行動を考えるために使います。
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〈従来の津波浸水想定（高知県防災マップ）〉

高知市で想定される災害について～避難のための津波浸水想定(三里)
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10.0～15.0m

5.0～10.0m

3.0～5.0m

2.0～3.0m

1.0～2.0m

0.3～1.0m

0.0～0.3m
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高知市で想定される災害について～事前復興まちづくりの津波浸水想定

○南海トラフ地震と津波

9

○新しい津波シミュレーション
堤防の整備効果を踏まえたまちづ

くりを考える際に使用します。

このシミュレーションは，
堤防等の耐震整備が完了して
いる区間及び耐震整備の計画
がある区間が「破壊しない」
と仮定した場合のものです。
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高知市で想定される災害について～最大クラスの津波による浸水想定

○今後発生の可能性がある最大クラスの津波による浸水想定

10

Ｐ５の想定は，津波で堤防な
どが破壊される想定で浸水を
予測したものです。
これは，命を守る（逃げる）
行動を考えるために使います。

Ｐ６の想定は，津波で堤防な
どが壊れない想定でのシミュ
レーションです。
堤防の整備効果を踏まえたま
ちづくりを考えるために使い
ます。
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高知市で想定される災害について～三重防護事業について

11

南海トラフ巨大地震・津波に備えるため，高知港海
岸においては，三重防護の方針により海岸保全施設を
整備することで，地域の安全・安心を確保する。

・整備内容：

第１ライン：港湾施設

防波堤(東第一)，防波堤(東第二)，防波堤(南)，

桂浜防波堤

第２ライン：湾口及び海岸保全施設

津波防波堤，水門，陸閘，堤防(改良)，護岸(改良)，

胸壁(改良)，陸閘(改良)

第３ライン：海岸保全施設

水門，堤防(改良)，護岸(改良)，胸壁(改良)，

陸閘(改良)，堤防(改良)

・事業期間：平成28年度～令和13年度

・総事業費：640億円（うち，直轄事業は390億円）

※ 総事業費に第１ラインは含まない。

【事業の目的】

【事業の概要】

レベル１：津波の浸入を防ぐ（防災）
レベル２：避難時間を稼ぐ（減災）

（高知港海岸における三重防護のイメージ）

出典：国土交通省資料を基に高知市作成
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重ね合わせデータ
〈土地利用現況及び
公共施設配置等
（令和元年都市計画基礎調査
を補正〉

被害想定図～土地利用図

○三里地区の災害リスク等(土地利用現況及び公共施設配置等)
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〈築年別建物分布図〉

被害想定図～築年別建物分布図，災害リスク（洪水ハザードマップ）

13

重ね合わせデータ
〈洪水ハザードマップ（高知県防災マップ）〉
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重ね合わせデータ
〈土砂災害警戒区域（高知県防災マップ）〉

〈液状化の危険度状況（高知県防災マップ）〉

被害想定図～災害リスク（土砂災害警戒区域，液状化の危険度）

○三里地区の災害リスク等(土砂災害警戒区域，液状化の危険度)
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区分 内容(右下図参照) 図表示区分

× 全壊被害の可能性:(全壊となる浸水可能性が５０%以上) 全壊被害の可能性

■(浸水深2m超)※
甚大被害の可能性:(大規模半壊以上となる浸水可能性が概ね80％以上、全壊は概ね
50％以上)

甚大被害の可能性(浸水深2m超※)

□(浸水深2m以下)※
大修理の可能性:(大規模半壊以上となる浸水可能性が概ね50％以上、全壊は概ね
20％未満)

半壊(大修理)の可能性(浸水深2m以下
※)

▲ :半壊家屋想定:(半壊程度の浸水可能性が50％以上) 要修理の可能性

△ :軽被害家屋想定:(一部損壊・被災なしの浸水可能性が50％以上)
軽度被害の可能性

□ 浸水なし

次頁に示す東日本大震災の津波被災現況調査結果（第２次報告）から，個別建物の被害の様相について下表のように設定したものです。
■建物の被害の様相 ※建物の被災区分は東日本大震災の津波被災現況調査結果（第２次報告）による
※東日本大震災の被災データの浸水深区分によるため、浸水深区分について2m「超」「未満」としている。

建物区分 浸水深

用途 構造 階数
浸水

なし

0.0

～

0.5m

0.5

～

1.0m

1.0

～

1.5m

１.5

～

2.0m

2.0

～

2.5m

2.5

～3m

3～

6m

6～

10m

10m

以上

住宅(専

用・併用)

木造 1 □ △ ▲ ▲ □ ■ × × × ×

2 □ △ ▲ ▲ □ ■ × × × ×

3以上 □ △ ▲ ▲ □ ■ ■ × × ×

非木造

(RC)

1 □ △ ▲ ▲ □ ■ × × × ×

2 □ △ ▲ ▲ □ ■ ■ × × ×

3以上 □ △ ▲ ▲ □ ■ ■ × × ×

非住宅

木造 1 □ △ ▲ ▲ □ ■ × × × ×

2 □ △ ▲ ▲ □ ■ × × × ×

3以上 □ △ ▲ ▲ □ ■ ■ × × ×

非木造

(RC)

1 □ △ ▲ ▲ □ ■ × × × ×

2 □ △ ▲ ▲ □ ■ ■ × × ×

3以上 □ △ ▲ ▲ □ ■ ■ × × ×

■建物用途・構造・階数別，津波浸水深別被害の様相の設定 ■東日本大震災の津波被災現況調査結果（第２次報告）※木造2階建ての場合

津波による建物の被害推定の詳細～考え方
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※東日本大震災の被災データの浸水
深区分によるため、2m「超」「以
下」として判定・表示している。

16

津波による建物の被害推定の詳細～三里地区の状況

種崎の沿岸部及び仁井田の一部では，建物の全壊又は大規模半壊となる被災の恐れがあります。
十津では，一部で床上浸水などの被害を受ける可能性があります。

※2 東日本大震災による被災現況調
査結果に基づき，基礎調査による
建築物の階数や構造について，津
波浸水想定を重ねたものである。
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浸水深２ｍ以上の場所がある地区 浸水深１ｍ～２ｍの地区
三里地区内の浸
水可能性の低い
場所

・造成による地盤の嵩上げ
・浸水可能性の低い場所への移転
・避難対策の実施

・良好な居住環境の形成
・空地，空家を活用した住宅地
・避難対策の実施

※移転希望世帯等への対応
・空地，未利用地を活用した住宅地
・公営住宅等の整備

浸
水
想
定

市
街
地
形
成
の
考
え
方

種崎地区の嵩上げイメージ

浸水深0.3m未満の地
区

面的嵩上げによる住宅地確保
(嵩上げ後の宅地は住宅地とし

て利用可能)

≪地盤の嵩上げ≫ ≪宅地の嵩上げ≫

・自力の宅地の嵩上げ
・空地，空家を活用した住宅地
・低層階に居住スペースを設けな

い建築物
・避難対策の実施

概ねの
浸水想

定

○浸水深２ｍ以上の箇所がある海岸付近
・面的な嵩上げによる住宅地の形成

○浸水深２ｍ未満の箇所
・自力の宅地の嵩上げ
・１階部分の非居住化のルール

○移転希望者の住宅
・隣接地域の空き地，空家を活用した住み替
え

〇避難対策の実施

第１案
嵩上げ案

復興パターンの詳細～イメージ縦横断図（第１案）
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○自然環境ゾーン
・良好な環境の保全と，被災住宅の移
転検討

○田園環境ゾーン
・被災農地の速やかな復旧
・津波被害の住宅の移転検討

○新交流拠点ゾーン
・各施設の速やかな復旧と，国際物流・
交流拠点機能向上
・避難対策

○臨海工業ゾーン
・産業復興，雇用の確保に向け事業所の
速やかな再開
・避難対策

○住宅ゾーン
・津波浸水に強い住宅の誘導
・インフラ等の迅速な復旧
・避難対策

【ゾーニング図】

復興パターンの詳細～ゾーニング図（第１案）

第１案
嵩上げ案
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浸水深２ｍ以上の場所があ
る地区

浸水深１ｍ～２ｍの地区
三里地区内の浸
水可能性の低い
場所

・浸水可能性の低い場
所への移転

・造成による地盤の嵩
上げ

・良好な居住環境の形成
・空地，空家を活用した住宅

地

移転先の住宅地整備
・空地，未利用地を活用した住宅地
・三里小・中学校周辺に想定する新たな住宅
地形成による住宅確保

・公営住宅等の整備
浸
水
想
定

市
街
地
形
成
の
考
え
方

種崎地区の移転イメージ

浸水深0.3m未満の地
区

≪２線堤による浸水の軽減≫

浸水被害の少ないところに
移転

≪地盤の嵩上げ
≫

≪宅地の
嵩上げ
≫

・２線堤による津波浸水の軽減
・自力の宅地の嵩上げ
・低層階に居住スペースを設けない建築物
・避難対策の実施

概ねの
浸水想

定

○浸水深２ｍ以上の箇所がある海岸付近
・非可住地化（２線堤や緑地等の整備）
・面的な嵩上げを行い，住宅の建設

○浸水深２ｍ未満の箇所
・自力の宅地の嵩上げ
・１階部分の非居住化のルール

○移転希望者の住宅
・隣接地域の空き地，空家を活用した住み替え
・地区拠点など地区内の浸水の可能性の低いところへの
移転

〇避難対策の実施

三里地区

公園用地等を活用し
た住宅地の確保

仁井田公園エリア

第２案
移転対応案

復興パターンの詳細～イメージ縦横断図（第２案）



三里地区 地区別事前復興まちづくり計画 三里地区WS 資料編

20

○自然環境ゾーン
・良好な環境の保全と，被災住宅の移
転検討

○田園環境ゾーン
・被災農地の速やかな復旧
・津波被害の住宅の移転検討

○新交流拠点ゾーン
・各施設の速やかな復旧と，国際物流・
交流拠点機能向上
・避難対策

○臨海工業ゾーン
・産業復興，雇用の確保に向け事業所の
速やかな再開
・避難対策

○住宅ゾーン
・津波浸水に強い住宅の誘導
・インフラ等の迅速な復旧
・避難対策

【ゾーニング図】

復興パターンの詳細～ゾーニング図（第２案）

第２案
移転対応案
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二線堤の整備

二線堤形成による効果のイメージ

L2津波
の発生

市街地
L１津波

防潮堤＝
L1対応

非住宅地

L2津波
の発生

市街地 L１津波
防潮堤＝
L1対応

現況道路 非住宅地

※津波高さや浸水深等はおおよそのイメージを示しています。

L2津波の発生

L2津波の発生

L2津波の場合
広い範囲で浸水の懸念

L2津波の場合でも二線
堤が浸水の防護～低減

津波による被災イメージ 二線堤による復興イメージ
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○第２案 事業費
防災集団移転促進事業 80戸移転想定 約40億円※想定戸数については右参照
・移転先 三里小学校周辺地区 0.76ha 約19戸

仁井田地区（仁井田公園） 1.17ha 約29戸
仁井田地区（仁井田公園の西側） 1.64ha 約32戸

※東日本大震災石巻市事例より移転１戸当り36,780 千円～61,300千円と想定
(石巻事例にデフレ―ターで補正した数値）

１戸当り規模は400～500㎡(グロス)と想定
県道35号(十津地区)の二線堤 約2.9ha 約30億円
仁井田市街地嵩上げ区画整理 19.2ha      約200億円
合計 約270億円

【事例】谷山第三地区(鹿児島市)：34.9ha,38,300百万円→約1,100百万円/haより

○第１案 事業費
嵩上げ土地区画整理事業 約8ha 約90億円
県道35号(十津地区)の二線堤 約2.9ha 約30億円
仁井田市街地嵩上げ区画整理 19.2ha    約200億円
合計 約320億円

〇種崎地区の移転戸数の想定
現状：83戸(戸建)＋18戸(アパート等集合住宅)=101戸
そのうち80%＝約80戸(20%は災害公営住宅と想定，東日本
大震災(宮城県)及び熊本地震事例による) の移転先として，
三里小中学校周辺及び仁井田地区の住宅地を活用した移転
とする。

【事業費】

【事業期間】

第２案の移転先候補地は，造成期間が短期とできる可能性が高い一方，第１案の嵩上げについては，被災が軽
度の権利者を含めた合意形成等と，工事における盛土・安定化等の期間を要するため，事業期間が長期化する恐
れがある。
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東日本大震災等における住宅被害と仮設住宅の供給戸数及び災害公営住宅の建設戸数（単位：

戸）

全壊戸数

住宅数 全壊に対する比率

建設仮設

住宅

借上げ仮

設住宅

災害公営

住宅

建設仮設

住宅

借上げ仮

設住宅

災害公

営住宅

岩手県 19,507 13,984 3,474 5,964 71.7% 17.8% 30.6%

宮城県 83,000 22,095 25,137 16,093 26.6% 30.3% 19.4%

福島県 15,218 16,800 25,554 7,697 110.4% 167.9% 50.6%

計 117,725 52,879 54,165 29,754 44.9% 46.0% 25.3%

熊本県

(熊本地震
)

8,673 1,715 0.0% 0.0% 19.8%

復興パターンの詳細～主要な復興事業費の比較（概算）
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液状化について
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液状化について
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災害危険区域の指定による建築制限の目的

災害危険区域等にある既存不適格等の住宅等の移転や改修への支援制度

・ 災害危険区域とは、津波や高潮、出水（洪水）などの自然災害による危険性が高い
場所に指定されるもので、大規模災害が起きた被災地等において、区域内の建築
物を制限や禁止することで災害による被害を予防することを目的としています。 (自
治体ごとに特性に応じて内容が定められます。東日本大震災で甚大な被害を受け
た岩手県宮古市の条例事例について右図参照)

・ 災害危険区域は、建築基準法第39条の規定に基づき、地方公共団体が、津波、高
潮、出水等による危険の著しい区域を条例で指定し、住居の用に供する建築の禁
止等、建築物の建築に関する制限で災害防止上必要なものを当該条例で定めるこ
とができる制度です。

・ 制限がかかる区域内に現存する建物等が、安全な区域に移転する場合に、公共に
よる支援制度があります。

※宮古市HPを参考に編集

■災害危険区域における建築制限の事例
(自治体ごとに特性に応じて内容が定められます。東日本大震災で甚大な被害を受けた岩手県宮古
市の事例です。)

※国土交通省HP及び宮古市HPを参考に編集・加工

〇制限の対象となる建物【宮古市事例】

・住宅等の建築禁止

・想定浸水深２m以上 ・浸水深２m以上(下記の2種は１m～２m未満，３種は1m未満)

〇想定される浸水深に応じた建築制限の内容事例【宮古市事例】

・がけ地近接等危険住宅移転事業
災害危険区域等の区域内にある既存不適格住宅等の移転等に対して支援します。
東日本大震災の復興に関する宮古市事例について下表参照。

■がけ地近接等危険住宅移転事業による移転の支援の内容(宮古市)

建築制限(災害危険区域の指定)及び支援について
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宮古市条例第２６号 宮古市災害危険区域に関する条例

災害危険区域条例事例(宮古市)

（趣旨）
第１条 この条例は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第３９
条の規定に基づく災害危険区域の指定及び災害危険区域内における建築物の建築の制限に関し
必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ
ろによる。
(1) 予想浸水深 東日本大震災復興まちづくりに係る事業の完成後に、平成２３年３月１１日
に発生した津波と同じ規模のものが発生した場合に予想される浸水の深さ
(2) 第１種区域 予想浸水深が２メートル以上の地点を含む地形地物により区画された区域
(3) 第２種区域 予想浸水深が１メートル以上２メートル未満の地点を含む地形地物により区
画された区域
(4) 第３種区域 予想浸水深が１メートル未満の地点を含む地形地物により区画された区域で
あって第１種区域又は第２種区域に隣接する区域
(5) 住宅等 住宅、寄宿舎、長屋、共同住宅等住居の用に供する建築物
（災害危険区域の指定）
第３条 市長は、津波による危険の著しい区域を法第３９条第１項の災害危険区域（以下「災
害危険区域」という。）として指定する。
２ 災害危険区域は、第１種区域、第２種区域及び第３種区域とする。
３ 市長は、第１項の規定により災害危険区域を指定するときは、その旨を告示しなければな
らない。災害危険区域を変更し、又は廃止するときも、同様とする。
（住宅等の建築の制限）
第４条 第１種区域においては、住宅等を建築してはならない。
２ 第２種区域及び第３種区域においては、市長が別に定める住宅等の構造等の基準を満たす
場合を除き、住宅等を建築してはならない。
３ 市長は、前項の基準を定めるときは、その旨を告示しなければならない。当該基準を変更
し、又は廃止するときも、同様とする。
（適用除外）
第５条 前条第１項及び第２項の規定は、第３条第１項の規定による災害危険区域の指定の際
現に当該災害危険区域に存する住宅等を増築し、又は移転する場合については、適用しない。
（住宅等が区域の内外にわたる場合の措置）
第６条 住宅等が災害危険区域の内外にわたる場合においては、当該住宅等の全部について災
害危険区域内にあるものとみなして、第４条第１項及び第２項の規定を適用する。
２ 住宅等が異なる種別の災害危険区域にわたる場合においては、当該住宅等の全部について、
当該異なる種別の災害危険区域のうち最も予想浸水深が深い災害危険区域にのみあるものとみ
なして、第４条第１項及び第２項の規定を適用する。

（学校等の建築の制限）
第７条 次の用途に供する建築物を建築しようとする者は、第４条第１項及び第２項の規定の
趣旨を尊重するよう努めなければならない。
(1) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する学校
(2) 医療法（昭和２３年法律第２０５号）に規定する病院、診療所、介護老人保健施設及び
助産所
(3) 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に規定する社会福祉事業を行う施設
附 則
この条例は、公布の日から施行する。

建築制限(災害危険区域の指定)及び支援について
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■現地再建方策のイメージ

※仙台市HP

■現地再建(盛土や基礎の嵩上げ等)に関する支援事例(仙台市）

※対策イメージについて水災害リスクを踏まえた防災まちづくりのガイドライン
(令和３年５月，国土交通省 都市局水管理・国土保全局住宅局)

仙台市では東日本大震災から
の復興に際し、市が指定する補
助対象区域(災害危険区域外
※) について、現地での戸建て
住宅の再建のための盛土や住
宅基礎の嵩上げ等に対して、
支援が実施されました。

※仙台市では、(東日本大震災
の復興において)予測される
浸水深２mを超える区域は災
害危険区域として住宅等は建
築禁止、移転に際して別途支
援が実施されています。

住宅基礎・敷地の嵩上げ(盛土)

住宅等の再建に際しての支援の実施
※支援の対象となる区域を定める。
・補助対象・期間を限定して設定(仙台市事例)
・災害危険区域指定において想定浸水深２m未満に関
する建築制限区域を定める(建築可能な用途，構造を
定める→宮古市の災害危険区域における第２,３種区
域の制限参照)

※支援内容の事例は右に示す仙台市事例参照

現地再建方策(想定浸水深が２m未満の場合)及び支援事例について
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・津波等により甚大な被害を受けた地区では、土地区画
整理事業等の面的な整備を行い、新たなまちづくりを
目指すことが想定されます。

・土地所有者から少しずつ土地を
提供してもらい(減歩)，道路・
公園などの公共用地に充当する
ことや，整備された街区に宅地
が再配置される(換地)という特
徴があります。

復興土地区画整理事業のイメージ
津波や地震によ
る揺れのため家
屋の多くが倒壊

被害を受けたみ
んなで街の復興

を考える

仮設住宅

道路が広くなって安
全な生活ができる

もしもの時に備え
た防災公園を整備

東日本大震災における土地区画整理事業(65地区)の実施状況
(東日本大震災からの復興の状況に関する報告 令和６年12 月 復興庁)

土地区画整理事業ってなに？

・土地区画整理事業は，道路・
公園などの公共施設の整備・
改善と宅地の利用増進を図り
，安全で快適なまちを実現す
るための事業です。

土地区画整理事業の仕組みは？

復興土地区画整理事業について
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市川市震災復興マニュアル資料を活用させていただき加工
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■神戸国際港都建設事業震災復興土地区画整理事業 協働と参画のまちづくりパンフレット 神戸市HP

事業によるまちの変化状況

復興土地区画整理事業事例

■震災前
平成6年5月

■震災後
平成7年5月

■復興土地区画整理事業 計画図

事業の実施前後の状況(新長田駅北地区)

・阪神淡路大震災の全壊・全焼が著しかった地区や、東日本大震災
で津波による壊滅的な被害を受けた地区等で実施されてきました。

復興土地区画整理事業について
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復興に向けたスケジュール～復興の道すじのイメージ
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①復興計画の期間
復興パターンに示されたまちづくりの実現に向けたスケジュールを設定します。おおむね発災後の１年間は，復興まちづくり計画の策定を想
定し，１年後から事業に関する調査や調整を実施（１～２年），その後に事業着手，住宅建設等が進むと想定します。
高知市事前復興まちづくり計画復興基本方針では、発災から約1か月の応急復旧を「応急対策期」とし，約1か月から約8年間の復興を「復
旧・復興期」としており， 発災後8年間を目途としてハード整備を含めて完了を目指します。

復興に向けたスケジュール～復興の道すじのイメージ


